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サプライチェーン情報基盤研究会

２０１3年度事業計画（案）
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１．２０１３年度事業活動方針

　サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSという）は、グローバルの視点からサプライチェーンにおける情報連携のプラットフォーム構築を目指して、国連CEFACT日本委員会の下に設置された研究会である。また、SIPSは国内におけるビジネスインフラ構築を進めてきた次世代EDI推進協議会の成果（業界横断EDI仕様V1.1）を継承し、グローバルな情報連携との相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担っている。

　2013年度は、グローバルサプライチェーンIT戦略における企業ニーズ・業界ニーズをしっかり捉え、SIPS活動の賛同者を増やすことを主眼とし、次年度以降の海外展開に向けた体制を整えることを目標とする。

２．運営体制

　SIPSは国連CEFACT日本委員会の下に設置された作業グループの一つであり、かつSIPS会員の意向に従い自主的に運営される任意団体である。よって、SIPSの事業活動計画は、SIPS会員の合意に従い、国連CEFACT日本委員会の方針に沿って立案されるものである。

　SIPSの事業活動計画を立案し、その活動を支援し、また管理するために、SIPS総会の下に幹事会を置く。

　幹事会は、SIPS事業の運営および事業の実施に必要な組織・予算等の事業企画を行い、総会の承認を得た上で、具体的に事業を推進するための課題について検討する次のタスクフォースを設置する。
· 国際連携タスクフォース

· 国際／業界横断EDIタスクフォース

· 金流商流情報連携タスクフォース

· メッセージング基盤タスクフォース

　タスクフォースの下に、必要に応じて分科会を設置することができる。

　SIPSの事務局は、総会で承認された計画に基づき幹事会およびタスクフォースの活動を支援する。事務局運営の一部は、株式会社カオスに委託する。

３．幹事会

　幹事会は、会議およびメール審議を通じて次の活動を行う。

　（１）SIPSの運営に関る活動

・SIPSの体制および運営についての審議。

・事業方針・事業計画の審議。

・総会議案の策定、会則改訂案の策定、事業計画・予算案の策定。

・会員入会の承認。

・参与・顧問の委嘱の承認。

・各タスクフォースの設置および活動方針・目標の承認。

・各タスクフォースの委員長の承認。

・各タスクフォースに参加する会員以外の業界代表・有識者の承認。

・各タスクフォース活動の評価と調整。

・各タスクフォース活動にともなう管理手続の承認。

・各タスクフォース活動にともなう国際提案の承認。

・各タスクフォース活動による成果公開の承認。

　　（２）SIPSの普及広報に関る活動

・幹事会の中にプロモーション・チームを設け、普及促進の企画と推進を行う。

・SIPS事務局において、次の広報活動を行う。

＋情報発信のためのSIPSホームページの運営。

＋パンフレット等の広報ツールの整備。
＋普及セミナの開催（年1回）。
＋SIPS Newsletterの発行（年2回）。

　　（３）ニーズ調査に関る活動

・「グローバルサプライチェーンIT戦略」ラウンドテーブル（仮称）の企画と開催。



ラウンドテーブルの目的：「グローバルIT戦略」「グローバルサプライチ
ェーン情報基盤」のあり方につき、ITのグローバル化に積極的な企業人と有識者による自由な意見交換を行い、グローバルサプライチェーンIT基盤の課題とニーズを明らかにする。
４．国際連携タスクフォースの活動

　国際連携タスクフォースは、国際取引および海外現地取引における安全で効率的な電子化を推進するため、企業のグローバルサプライチェーンIT基盤ニーズに沿って、関連タスクフォースと国連CEFACT日本委員会・標準促進委員会と協力して、国際連携調査研究活動を国連CEFACTおよびアジア地域において展開する。
（1） 企業のグローバルサプライチェーンIT基盤ニーズ調査
　・「グローバルサプライチェーンIT戦略」ラウンドテーブル（仮称）を調査の核
とし、具体的な企業ニーズを把握する。

（2） グローバルサプライチェーン可能性調査
・AFACTおよびAPTFFを通じて、アジア各国の国際・国内取引電子化状
況と取組みを調査する。
・アジア進出日系企業の現地取引電子化可能性調査を行う（候補：タイ、
　
（3） インドネシア、ベトナム）。
（4） 国際電子取引における信頼性空間構築調査研究
・日本の法制度／取引慣行／技術を踏まえて、国連CEFACTおよび国連
  
ESCAPの信頼性取引文書交換プロジェクトに参画し、メッセージング基盤
タスクフォースおよび国連CEFACT日本委員会／標準促進委員会と連携し

て、国連勧告の策定に貢献する。
（5） 業界横断データ辞書のアジア展開推進
・ビジネスインフラ・ガイドブックに基づく業界横断データ辞書アジア版を
国際／業界横断EDI TFと連携して、AFACTプロジェクトとして提案する。
５．国際／業界横断EDIタスクフォースの活動

　国際／業界横断EDIタスクフォースは、業界横断EDI仕様V2.0 に基づく国内実証を推進するのと並行して、海外現地取引への適用の基盤を整備する。
（1） 業界横断EDI仕様V2.0 に基づく国内実証の推進
・中小企業共通EDIにおける実証。
・自治体消耗品購買EDIにおける実証。
（2） 業界横断データ辞書フレームワークによる新領域への展開
・領域メッセージ辞書登録管理手続きの整備

・新領域メッセージ辞書開発支援

（3） 海外進出企業の現地取引調査
・インドネシアにおける現地取引実態調査。
・タイにおける海外現地取引EDI実証可能性調査。
（4） 海外現地取引のためのビジネスインフラ整備
・海外対応のためのビジネスインフラ・ガイドブック整備。
・メッセージ辞書レジストリ整備。
・ビジネスインフラ・ガイドブック英語版整備
６．金流商流情報連携タスクフォースの活動

　金流商流情報連携タスクフォースは、金融界および産業界と協力し、融資関連、決済関連、ネットワーク基盤関連の課題を抽出し、解決を図る。本年度は主に国内を対象とするが、国際標準に準拠した解決とすることで、貿易、国際金融も対象とした海外への容易な展開を図ることで国際経済社会の成長にも貢献する。
（1） ファイナンスサービスの検証
・融資ニーズの詳細調査：主に受発注時点の融資（POF）を対象として調査範
囲や調査先を増やした追加調査を行い、金融機関側も含めた具体的ニーズの
明確化を行う。
・ファイナンスサービスの検討：主に受発注時点のニーズに対する融資サービ
スを検討し、一括決済や電子記録債権などの既存サービスと組み合わせるこ
とで早期に実現可能なサービスモデルを構築する。 
・ファイナンスサービスの実証：検討したファイナンスサービスモデルの実現
性を確認する実験を必要に応じて行い、実用化の課題抽出を行う。実験に必
要な高速かつ柔軟なメッセージ伝送手段の利用指針（ISO20022ベースメッ
セージ利用、金流商流メッセージ基盤構築など）は広く利用が見込めるため、
ガイドライン化を検討する。
（２）グローバルサプライチェーンファイナンスのニーズ調査
・貿易金融における（電子）インボイスにもとづくファイナンス、従来の信用
状によるファイナンスの電子化・ネットワーク化などグローバル視点からの
サプライチェーンファイナンスのニーズの明確化、およびドキュメントの電
子化等に関する各国の法制度の差異など課題の明確化を開始する。
７．メッセージング基盤タスクフォースの活動

　国境を越えたEDI情報のやり取りには、国際電子認証基盤を含め、国際相互運用性のある信頼できるメッセージ交換の仕組みが必要である。本年度は、2012年度の成果である「メッセージング基盤構築ガイドライン」の構成をもとに、ガイドライン策定のために必要な情報を収集し、ガイドラインのスケルトンを策定する。活動は分野別グループ活動を中心とし、タスクフォース全体でグループ間の調整を行う。
（1） ネットワークグループ
・グローバルEDIの接続パターンに基づき、ネットワーク環境およびメッセージ
ング・プロトコルにつき要件をまとめる。

（2） セキュリティグループ
・通信経路および情報セキュリティ（認証と信頼性）につき、法的枠組みを考慮

した、グローバルな相互運用性確保のための要件と標準化動向を調査する。
（3） アプリケーショングループ
・メッセージング基盤に乗るサービス機能（文字コード、データ表現形式、シン

タックスルール、トランスレーションなど）につきガイドのための要件を整理

する。
８．タスクフォース活動のロードマップ

　次表に４つのタスクフォース活動のロードマップを示す。
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